
令和７年度第 1 回  

八千代市個人情報保護制度運営審議会  

 

 

日時：令和 7 年 6 月 27 日（金） 10 時 00 分  

場所：八千代市役所旧館 4 階  第 1 委員会室  

 

 

次     第  

１  開   会  

２  議   題  

⑴  会長・副会長の選出について  

⑵  個人情報保護制度の運用状況について（報告）  

⑶  委託における安全管理措置について（報告）  

⑷  個人情報の漏えい事案について（報告）  

３  閉   会  



 

 

 

 

議題２ 

 

個人情報保護制度の運用状況について 

 

 

資料一覧 

資料1 各種処理状況 

資料2 個人情報の保護に関する法律についての事務対応ガイド（抜粋版） 

 

 



１ 個人情報取扱事務登録簿，個人情報ファイル簿の作成上状況 

① 個人情報取扱事務登録簿 

市の機関 
令和５年度末 令和６年度末 

件 数 件 数 

市長 477 439 

教育委員会 101 80 

選挙管理委員会 10 10 

監査委員 1 1 

農業委員会 1 1 

固定資産評価審査委員会 1 1 

消防長 35 36 

事業管理者 31 28 

計 657 596 

 ※ 改正法施行時点の総件数は 662 件 

 

② 個人情報ファイル簿 

市の機関 
令和５年度末 令和６年度末 

件 数 件 数 

市長 126 118 

教育委員会 0 0 

選挙管理委員会 0 0 

監査委員 0 0 

農業委員会 1 1 

固定資産評価審査委員会 0 0 

消防長 0 0 

事業管理者 0 0 

計 127 119 

 ※ 改正法施行時点の総件数は 124 件 

  

資料１ 
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２ 保有個人情報開示請求の処理状況 

① 保有個人情報開示請求（令和 5年度） 

市の機関 実人数 
請求 

件数 

処理状況 

取下げ 全部開示 部分開示 不開示 
不開示 
（存否応

答拒否） 

不開示 
（不存

在） 

開示決

定件数 
（取下げ

を除く） 

市長 12 18 1 37 10   1 8 56 

教育委員会 4 5 1 1 4       5 

選挙管理委員会                   

監査委員                   

農業委員会                   

固定資産評価審査委員会                   

消防長 3 3   2 1       3 

事業管理者                   

 計 19 26 2 40 15 0 1 8 64 

 

② 保有個人情報開示請求（令和 6年度） 

市の機関 実人数 
請求 

件数 

処理状況 

取下げ 全部開示 部分開示 不開示 
不開示 
（存否応

答拒否） 

不開示 
（不存

在） 

開示決

定件数 
（取下げ

を除く） 

市長 12 17 2 10 4 2   2 18 

教育委員会 2 2 1 1         1 

選挙管理委員会                   

監査委員                   

農業委員会                   

固定資産評価審査委員会                   

消防長 4 4   5 2       7 

事業管理者                   

 計 18 23 3 16 6 2 0 2 26 

※ １件の請求が複数の部署にまたがる場合や請求に対する決定内容が異なる場合があるため，請

求件数と処理状況の件数は一致しない場合があります。 
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③ 部分開示決定等における不開示事由（令和 5年度） 

含まれる不開示情報 

（個人情報保護法第 78 条該当号） 
部分開示 不開示 不開示 

（存否応答拒否） 
計 

第 1 号 開示請求者に関する情報         

第 2 号 第三者の個人に関する情報 9   1 10 

第 3 号 法人等に関する情報 1     1 

第 4 号 国の安全等に関する情報         

第 5 号 公共の安全等に関する情報         

第 6 号 審議，検討等に関する情報         

第 7 号 事務又は事業に関する情報 7     7 

 計 17   1 18 

 

④ 部分開示決定等における不開示事由（令和６年度） 

含まれる不開示情報 

（個人情報保護法第 78 条該当号） 
部分開示 不開示 不開示 

（存否応答拒否） 
計 

第 1 号 開示請求者に関する情報         

第 2 号 第三者の個人に関する情報 5     5 

第 3 号 法人等に関する情報 2     2 

第 4 号 国の安全等に関する情報         

第 5 号 公共の安全等に関する情報         

第 6 号 審議，検討等に関する情報         

第 7 号 事務又は事業に関する情報 1 2   3 

 計 8 2   10 

※ １件の部分開示決定等において，複数の不開示理由に該当する場合があるため，開示決定の処

理件数とは一致しない場合があります。  
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３ 個人情報の目的外利用，外部提供の実績 

① 個人情報の目的外利用（令和６年度） 

市の機関 

根拠法令 

計 法第 69 条 

第 2 項 

第 1 号 

法第 69 条 

第 2 項 

第 2 号 

法第 69 条 

第 2 項 

第 4 号 

その他の 

法令 

市長 184 676 0 56 916 

教育委員会 0 4 0 0 4 

選挙管理委員会 0 0 0 0 0 

監査委員 0 0 0 0 0 

農業委員会 0 0 0 0 0 

固定資産評価審査委員会 0 0 0 0 0 

消防長 0 0 0 0 0 

事業管理者 0 0 0 0 0 

計 184 680 0 56 920 

 

② 個人情報の外部提供（令和６年度） 

市の機関 

根拠法令 

計 法第 69 条 

第 2 項 

第 1 号 

法第 69 条 

第 2 項 

第 3 号 

法第 69 条 

第 2 項 

第 4 号 

その他の 

法令 

市長 12 29 0 13 54 

教育委員会 0 2 0 0 2 

選挙管理委員会 0 0 0 0 0 

監査委員 0 0 0 0 0 

農業委員会 0 5 0 1 6 

固定資産評価審査委員会 0 0 0 0 0 

消防長 0 3 2 0 5 

事業管理者 0 2 0 0 2 

計 12 41 2 14 69 

 ※ 件数は市の各機関が外部（他の市の機関を含む。）へ提供したものとなります。 
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議題３ 

 

委託における安全管理措置について 

 

 

資料一覧 

資料 1 八千代市長が保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針 

資料 2 【様式】個人情報の取扱いの委託に係るチェックリスト 

資料 3 八千代市長が定める個人情報を取り扱う業務の委託に係る個人情報保護基準 

資料 4 個人情報の取扱いに関する特記仕様書 

資料５ 【別記】個人情報の取扱いに関する事項 

資料 6 個人情報の取扱いに係る安全管理措置の遵守状況検査書 

 

 



 

八千代市長が保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針 

 

 

令和 ５年 ３月２８日 制定 

令和 ６年 ６月 １日 改正 

 

１ 意義 

  この指針は，個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」

という。）第６６条第１項の規定に基づき，市長が保有する個人情報（特定個人情報

を除く。以下同じ。）の安全管理のために必要かつ適切な措置を講ずるため，必要な

事項を定めるものとする。 

 

２ 管理体制 

⑴ 個人情報の保護に関する管理体制を明らかにするため，次に掲げる者を置き，そ

の業務は，次に定めるところによるものとする。 

ア 個人情報総括保護管理者 個人情報保護についての総括的管理を行うものと

し，総務部長をもって充てる。 

イ 個人情報保護管理者 所管部等における個人情報の適正な管理を行うものと

し，業務主管部長等をもって充てる。 

ウ 個人情報保護責任者 個人情報を取り扱う課，室，出先機関等（以下「所管課

等」という。）における個人情報の適正な管理を行うとともに，個人情報の保護

に関し，所属職員を指揮監督するものとし，業務主管課長等をもって充てる。 

エ 個人情報保護担当者 個人情報保護責任者（以下「保護責任者」という。）を補

佐し，各所管課等における保有個人情報の管理に関する事務を担当するものとし，

保護責任者が指定する者をもって充てる。 

⑵ 保有個人情報の適切な管理のための委員会 

   個人情報総括保護管理者（以下「総括保護管理者」という。）は，保有個人情報

の管理に係る重要事項の決定，連絡・調整等を行うため必要があると認めるときは，

関係職員を構成員とする委員会を設け，定期に又は随時に開催する。 

 

３ 教育研修 

 ⑴ 総括保護管理者は，保有個人情報の取扱いに従事する職員（派遣労働者を含む。

以下同じ。）に対し，保有個人情報の取扱いについて理解を深め，個人情報の保護

に関する意識の高揚を図るための啓発その他必要な教育研修を行う。 

⑵ 総括保護管理者は，保有個人情報を取り扱う情報システムの管理に関する事務に

従事する職員に対し，保有個人情報の適切な管理のために，情報システムの管理，
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運用及びセキュリティ対策に関して必要な教育研修を行う。 

⑶ 総括保護管理者は，個人情報保護管理者（以下「保護管理者」という。），保護責

任者及び個人情報保護担当者（以下「保護担当者」という。）に対し，所管課等の現

場における保有個人情報の適切な管理のための教育研修を定期的に実施する。 

⑷ 保護責任者は，当該所管課等の職員に対し，保有個人情報の適切な管理のために，

総括保護管理者の実施する教育研修への参加の機会を付与する等の必要な措置を

講ずる。 

 

４ 職員の責務 

  職員は，法の趣旨にのっとり，関連する法令及び規程等の定め並びに総括保護管理

者，保護管理者，保護責任者及び保護担当者の指示に従い，保有個人情報を取り扱わ

なければならない。 

 

５ 保有個人情報の取扱い 

 ⑴ アクセス制限 

  ① 保護責任者は，保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて，当該保有個人情報

にアクセスする権限を有する職員の範囲と権限の内容を，当該職員が業務を行う

上で必要最小限の範囲に限る。 

  ② アクセス権限を有しない職員は，保有個人情報にアクセスしてはならない。 

  ③ 職員は，アクセス権限を有する場合であっても，業務上の目的以外の目的で保

有個人情報にアクセスしてはならず，アクセスは必要最小限としなければならな

い。 

 ⑵ 複製等の制限 

   職員が業務上の目的で保有個人情報を取り扱う場合であっても，保護責任者は，

次の行為については，当該保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて，当該行為を

行うことができる場合を必要最小限に限定し，職員は，保護責任者の指示に従い行

う。 

  ① 保有個人情報の複製 

② 保有個人情報の送信 

③ 保有個人情報が記録されている媒体の外部への送付又は持ち出し 

④ その他保有個人情報の適切な管理に支障を及ぼすおそれのある行為 

 ⑶ 誤りの訂正等 

   職員は，保有個人情報の内容に誤り等を発見した場合には，保護責任者の指示に

従い，訂正等を行う。 

 ⑷ 媒体の管理等 

   職員は，保護責任者の指示に従い，保有個人情報が記録されている媒体を定めら
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れた場所に保管するとともに，必要があると認めるときは，八千代市情報セキュリ

ティポリシー（以下「セキュリティポリシー」という。）の規定により，耐火金庫

への保管，施錠等を行う。また，保有個人情報が記録されている媒体を外部へ送付

し又は保護責任者の許可を得て持ち出す場合には，原則として，パスワード等（パ

スワード，ＩＣカード，生体情報等をいう。以下同じ。）を使用して権限を識別す

る機能（以下「認証機能」という。）を設定する等のアクセス制御のために必要な

措置を講ずる。 

 ⑸ 誤送付等の防止 

   職員は，保有個人情報を含む電磁的記録又は媒体の誤送信・誤送付，誤交付，又

はウェブサイト等への誤掲載を防止するため，個別の事務・事業において取り扱う

個人情報の秘匿性等その内容に応じ，複数の職員による確認やチェックリストの活

用等の必要な措置を講ずる。 

 ⑹ 廃棄等 

   職員は，保有個人情報又は保有個人情報が記録されている媒体（端末及びサーバ

に内蔵されているものを含む。）が不要となった場合には，保護責任者の許可を得

て，セキュリティポリシーの例により，当該保有個人情報の復元又は判読が不可能

な方法によって当該情報の消去又は当該媒体の廃棄を行う。 

特に，保有個人情報の消去や保有個人情報が記録されている媒体の廃棄を委託す

る場合（二以上の段階にわたる委託を含む。）には，必要に応じて職員が消去及び

廃棄に立ち会い，又は写真等を付した消去及び廃棄を証明する書類を受け取るなど，

委託先において消去及び廃棄が確実に行われていることを確認する。 

 ⑺ 保有個人情報の取扱状況の記録 

   保護責任者は，保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて，台帳等を整備して，

当該保有個人情報の利用及び保管等の取扱いの状況について記録する。 

 ⑻ 外的環境の把握 

   保有個人情報が，外国において取り扱われる場合，当該外国の個人情報の保護に

関する制度等を把握した上で，保有個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措

置を講じなければならない。 

 

６ 情報システムにおける安全の確保等 

  次に掲げる事項についての情報システムにおける安全の確保等に関する必要な措

置は，セキュリティポリシーの例による。 

 ⑴ アクセス制御 

 ⑵ アクセス記録 

⑶ アクセス状況の監視 

 ⑷ 管理権限の設定 
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 ⑸ 外部からの不正アクセスの防止 

⑹ 不正プログラムによる保有個人情報の漏えい，滅失及び毀損（以下「漏えい等」

という。）の防止 

 ⑺ 情報システムにおける保有個人情報の処理 

⑻ 暗号化 

 ⑼ 記録機能を有する機器・媒体の接続制限 

⑽ 端末の限定 

 ⑾ 端末の盗難防止等 

⑿ 第三者の閲覧防止 

⒀ 入力情報の照合等 

 ⒁ バックアップ 

 ⒂ 情報システム設計書等の管理 

 

７ 情報システム室等の安全管理 

  次に掲げる事項についての情報システム室等の安全管理に関する必要な措置は，セ

キュリティポリシー及び八千代市サーバ室等運用管理設置要領の例による。 

 ⑴ 入退管理 

 ⑵ 情報システム室等の管理 

 

８ 保有個人情報の提供 

 ⑴ 保護管理者は，法第６９条第２項第３号及び第４号の規定に基づき市長以外の者

に保有個人情報を提供する場合には，法第７０条の規定に基づき，原則として，提

供先における利用目的，利用する業務の根拠法令，利用する記録範囲及び記録項目，

利用形態等について提供先との間で書面（電磁的記録を含む。）を取り交わす。 

⑵ 保護管理者は，法第６９条第２項第３号及び第４号の規定に基づき市長以外の者

に保有個人情報を提供する場合には，法第７０条の規定に基づき，安全確保の措置

を要求するとともに，必要があると認めるときは，提供前又は随時に実地の調査等

を行い，措置状況を確認してその結果を記録するとともに，改善要求等の措置を講

ずる。 

 

９ 個人情報の取扱いの委託 

 ⑴ 業務の委託等 

個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託（契約の形態・種類を問わず，市の機

関が他の者に個人情報の取扱いを行わせることをいう。）する場合には，個人情報

の適切な管理を行う能力を有しない者を選定することがないよう，必要な措置を講

ずる。 
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また，契約書に，次の事項を明記するとともに，委託先における責任者及び業務

従事者の管理体制及び実施体制，個人情報の管理の状況についての検査に関する事

項等の必要な事項について書面で確認する。 

① 個人情報に関する秘密保持，利用目的以外の目的のための利用の禁止等の義務 

② 再委託（再委託先が委託先の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２

条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。）の制限又は事前

承認等再委託に係る条件に関する事項 

③ 個人情報の複製等の制限に関する事項 

④ 個人情報の安全管理措置に関する事項 

⑤ 漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項 

⑥ 委託終了時における個人情報の消去及び媒体の返却に関する事項 

⑦ 法令及び契約に違反した場合における契約解除，損害賠償責任その他必要な事 

  項 

⑧ 契約内容の遵守状況についての定期的報告に関する事項及び委託先における

委託された個人情報の取扱状況を把握するための監査等に関する事項（再委託先

の監査等に関する事項を含む。） 

⑵ 保有個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には，取扱いを委託する

個人情報の範囲は，委託する業務内容に照らして必要最小限でなければならない。 

⑶ 保有個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には，委託する業務に係

る保有個人情報の秘匿性等その内容やその量等を考慮し，必要に応じて，作業の管

理体制及び実施体制や個人情報の管理の状況について，原則として実地検査により

確認する。 

⑷ 委託先において，保有個人情報の取扱いに係る業務が再委託される場合には，委

託先に上記⑴の措置を講じさせるとともに，再委託される業務に係る保有個人情報

の秘匿性等その内容に応じて，委託先を通じて又は委託元自らが上記⑶の措置を実

施する。保有個人情報の取扱いに係る業務について再委託先が再々委託を行う場合

以降も同様とする。 

⑸ 保有個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合には，労働

者派遣契約書に秘密保持義務等，個人情報の取扱いに関する事項を明記する。 

 ⑹ 保有個人情報を提供し，又は業務委託する場合には，漏えい等による被害発生の

リスクを低減する観点から，提供先の利用目的，委託する業務の内容，保有個人情

報の秘匿性等その内容などを考慮し，必要に応じ，特定の個人を識別することがで

きる記載の全部又は一部を削除し，又は別の記号等に置き換える等の措置を講ずる。 

 

１０ サイバーセキュリティの確保 

 ⑴ サイバーセキュリティに関する対策の基準等 
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個人情報を取り扱い，又は情報システムを構築し，若しくは利用するに当たって

は，取り扱う保有個人情報の性質等に照らして,セキュリティポリシーに規定する

情報セキュリティ対策基準を遵守するものとする。 

 

１１ 安全管理上の問題への対応 

 ⑴ 漏えい等安全管理の上で問題となる事案又は問題となる事案の発生のおそれを

認識した場合の対応は，セキュリティポリシーに定める情報セキュリティインシデ

ントの報告の例により行うとともに，⑵から⑺までに定める対応を併せて行うもの

とする。 

 ⑵ 保護責任者は，被害の拡大防止又は復旧等のために必要な措置を速やかに講ずる。

ただし，外部からの不正アクセスや不正プログラムの感染が疑われる当該端末等の

ＬＡＮケーブルを抜くなど，被害拡大防止のため直ちに行い得る措置については，

直ちに行う（職員に行わせることを含む。）ものとする。 

 ⑶ 保護責任者は，事案の発生した経緯，被害状況等を調査し，保護管理者に報告し，

報告を受けた保護管理者は，総括保護管理者に報告する。ただし，特に重大と認め

る事案が発生した場合には，直ちに総括保護管理者に当該事案の内容等について報

告する。 

 ⑷ 総括保護管理者は，上記⑶による報告を受けた場合には，事案の内容等に応じて，

当該事案の内容，経緯，被害状況等を市長に速やかに報告する。 

⑸ 保護責任者は，セキュリティポリシーに基づき定められた再発防止策の実施に必

要な措置を講ずる。 

⑹ 漏えい等が生じた場合であって法第６８条第１項の規定による個人情報保護委

員会（以下「委員会」という。）への報告及び同条第２項の規定による本人への通

知を要する場合には，上記⑴から⑸までと並行して，速やかに所定の手続を行うと

ともに，委員会による事案の把握等に協力する。 

⑺ 法第６８条第１項の規定による委員会への報告及び同条第２項の規定による本

人への通知を要しない場合であっても，事案の内容，影響等に応じて，事実関係及

び再発防止策の公表，当該事案に係る保有個人情報の本人への連絡等の措置を講ず

る。 

市民等の不安を招きかねない事案（例えば，公表を行う漏えい等が発生したとき，

個人情報保護に係る内部規程に対する違反があったとき，委託先において個人情報

の適切な管理に関する契約条項等に対する違反があったとき等）については，当該

事案の内容，経緯，被害状況等について，速やかに委員会へ情報提供を行うものと

する。 

 

１２ 監査及び点検の実施 
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 ⑴ 監査責任者 

監査責任者を一人置くこととし，総務部長をもって充てる。 

⑵ 監査 

監査責任者は，保有個人情報の適切な管理を検証するため，上記２（管理体制）

から上記１１（安全管理上の問題への対応）までに記載する措置の状況を含む保有

個人情報の管理の状況について，定期及び必要に応じ随時に監査を行い，その結果

を市長に報告する。 

 ⑶ 点検 

保護責任者は，各所管課等における保有個人情報の記録媒体，処理経路，保管方

法等について，定期及び必要に応じ随時に点検を行い，必要があると認めるときは，

その結果を保護管理者及び総括保護管理者に報告する。 

⑷ 評価及び見直し 

  総括保護管理者，保護管理者等は，監査又は点検の結果等を踏まえ，実効性等の

観点から保有個人情報の適切な管理のための措置について評価し，必要があると認

めるときは，その見直し等の措置を講ずる。 
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資料２

個人情報の取扱いの委託に係るチェックリスト（令和７年度契約用）

部 署 コ ー ド

確 認 印

電 話 番 号

№ チェック欄 備 考

1
□はい

□いいえ

⇒№２ヘ

⇒終了

2 □はい

3
□はい

□該当なし

4 □はい

5 □はい

6 □はい

7 □はい

所 属 ⾧ 氏 名 ㊞

担 当 者 氏 名

部 署 名

案 件 名

項 目

 当該委託において，個人情報を取り扱いますか。

 個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合は，契約書に秘密保持

義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記していますか。

 取扱いを委託する個人情報の範囲は，委託する業務内容に照らして必要最小限ですか。

 漏えい等による被害発生のリスクを低減する観点から，提供先の利用目的，委託する業

務の内容，保有個人情報の秘匿性等その内容などを考慮し，必要に応じ，特定の個人を識

別することができる記載の全部又は一部を削除し，又は別の記号等に置き換える等の措置

を講じてください。

 契約した業務を開始する前に，委託先から「個人情報の取扱いに関する管理体制等報告

書（第２号様式）又は準ずる書面」を提出させ，特記仕様書に明記した事項を遵守する体

制が整っていることを確認してください。

 委託先の選定に当たっては，「個人情報の取扱いに関する特記仕様書」を使用し，個人

情報の適切な管理を行う能力を有しない者を選定することがないようにしていますか。

 契約した業務の履行期間中に，委託先における特記仕様書に明記した事項を遵守状況に

ついて「個人情報の取扱いに係る安全管理措置の遵守状況検査書」を活用した実地検査又

は書面検査にて確認してください。

1 1
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資料３ 

 

八千代市長が定める個人情報を取り扱う業務の委託に係る個人情報保護基準 

 

令和 7年 1月 16 日制定 

 

１ 趣旨 

この基準は，「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）（以下「法」

という。）」第６６条第１項の規定により定める「八千代市長が保有する個人情報の適

切な管理のための措置に関する指針」第９項個人情報の取扱いの委託について必要な

措置を定めるものである。 

 

２ 対象となる委託 

対象となる委託は，契約の形態・種類を問わず，他の者に個人情報の取扱いを行

わせることをいい，具体的には，個人情報の入力（本人からの取得を含む。），編

集，分析，出力等の処理を行うことが含まれる（公の施設の指定管理を含む）。 

 

３ 委託に当たっての措置 

 ⑴ 特記仕様書の提示 

委託に当たっては，委託先における保有個人情報の取扱いについて明記した「個

人情報の取扱いに関する特記仕様書（以下「特記仕様書」という。）」により，特記

仕様書の規定を履行できることを前提として，個人情報の適切な管理を行う能力を

有しないものと契約をすることがないようにすること。 

また，契約書の作成に当たっては，特記仕様書を一緒に綴じること。 

 

⑵ 契約締結前の確認 

委託に当たっては，契約を締結する前（契約依頼書を提出する際）に，「個人情報

の取扱いの委託に係るチェックリスト」（原本）を法務課情報公開班に提出すること

（保有個人情報の取扱いの有無にかかわらずチェックリストの提出が必要）によ

り，必要な措置に漏れがないか確認すること。 

 

４ 委託先における個人情報の管理体制等の確認 

特記仕様書第１２条の規定に基づき，契約締結後速やかに，委託先における責任者及

び業務従事者の管理体制及び実施体制，個人情報の管理の状況についての検査に関す

る事項等の必要な事項について，「個人情報の取扱いに関する管理体制等報告書（第２

号様式）」にて確認すること。なお，委託先が作成した書面（任意様式）にて同等の内

容が確認できる場合は，当該書面の確認をもって報告があったものとみなすことがで

きる。  
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５ 委託先の検査の実施 
委託先に個人情報を渡す際は，漏えいのおそれがないよう留意するとともに，委

託業務実施後においても，特記仕様書による個人情報保護に関する安全管理措置が

遵守できているか適宜確認すること。 

 
⑴ 確認の方法 

業務担当課において，実地検査又は書面検査を，以下の≪検査の流れ≫を参考

の上，実施すること。なお，各所属における個人情報保護管理者（各課長等）の

判断で，委託する業務に係る保有個人情報の秘匿性等その内容やその量等に応じ

て，毎年，実地検査を実施することは妨げない。 

 

ア 実地検査 

委託先の事務所や作業場等に赴き，「個人情報の取扱いに係る安全管理措置の

遵守状況検査書（実地検査）」を用いて，委託先における管理状況について確認す

る。ただし，委託先が遠隔地である等，委託先に赴くことが困難な場合は，WEB 会

議や写真等で管理状況を確認する方法に代えることができるものとする。 

 

イ 書面検査 

委託先での自己点検となる「個人情報の取扱いに係る安全管理措置の遵守状況

検査書（書面検査）」を用いて，委託先における管理状況について確認する。 

なお，委託先が作成した検査書（任意様式）にて安全管理措置の遵守状況の確

認が可能な場合は，当該書面の確認をもって書面検査を実施したものとみなすこ

とができる。 

 

⑵ 検査結果の通知 

検査完了後，検査結果を委託先に通知すること。また，必要に応じて，委託先に

改善報告書の提出を求めるなど，必要かつ適切な監督を行うこと。 

 

≪検査の流れ≫ 

 
【公の施設の指定管理の場合】 

  委託業務の履行期間中，年１回，実地検査にて委託先の安全管理措置の遵守状況

を確認する。 

 

【上記以外の契約の場合】 

委託業務の履行期間中，年１回，書面検査にて委託先の安全管理措置の遵守状況

を確認する。ただし，契約期間が６か月以下の場合はこの限りではない。 
これに加え，複数年契約の場合は，３年に１回は実地検査を実施すること。 
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６ 本基準の適用日 

本基準は，令和７年４月１日以降に他の者に個人情報の取扱いを行わせる委託契約

から適用するものとする（長期継続契約等で令和７年４月１日以降も契約が継続する

ものを含む）。 

 

７ 備考 

  本基準の制定に当たり，個人情報保護委員会事務局等で発出している以下の資料を

参考とした。 

  ⑴個人情報の保護に関する法律についての事務対応ガイド（行政機関等向け） 

  ［個人情報保護委員会事務局］ 

  ⑵行政機関等の保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針 

  ［総務省］ 

  ⑶地方公共団体における業務の外部委託事業者に対する個人情報の管理に関する

検討［総務省］ 

 

 

  

11



 

【委託先の選定から検査の実施までの主な概要】 

№ 事務の項目 事務の概要 

１ 委託先の選定 
委託先については，「個人情報の取扱いに関する

特記仕様書」を履行できる者と契約すること。 

２ チェックリストの提出 

契約依頼書を提出する際に「個人情報の取扱いの

委託に係るチェックリスト」（原本）を法務課情報公

開班に提出すること。 

３ 
個人情報の管理体制等 

の確認 

契約締結後速やかに「個人情報の取扱いに関する

管理体制等報告書（第２号様式）」又は準ずる書面を

委託先に提出させること。 

４ 検査の実施 

委託業務開始から契約終了までに，以下の≪検査

の流れ≫を参考の上，委託先の安全管理措置の遵守

状況を確認すること。 

 

≪検査の流れ≫ 
【公の施設の指定管理の場合】 

 年１回，実地検査を実施。 

 
【上記以外の契約の場合】 

年１回，書面検査を実施。ただし，契約期間が６

か月以下の場合はこの限りではない。 
 これに加え，複数年契約の場合は，３年に１回は

実地検査を実施。 

 
 
※委託する業務に係る保有個人情報の秘匿性等その

内容やその量等に応じて，毎年，実地検査を実施す

ることは妨げない。 
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個人情報の取扱いに関する特記仕様書 

 

（基本的事項） 

第１条 受託者は，個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。

以下「法」という。）第２条第１項に規定する個人情報をいう。なお，行政手続にお

ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７

号。以下「番号法」という。）第２条第９項に規定する特定個人情報を取り扱う場合

はその取扱いを含むものとする。以下同じ。）の保護の重要性を認識し，この契約に

よる業務（以下｢業務｣という。）の実施に当たっては，個人の権利利益を侵害するこ

とのないよう，この「個人情報の取扱いに関する特記仕様書」を遵守しなければなら

ない。 

なお，本特記仕様書は，契約書，契約約款，特記仕様書その他契約書面と一体を成

し，本特記仕様書の記載内容が他の契約書面と相違するときは，本特記仕様書の内容

を優先して適用する。 

（個人情報の項目） 

第２条 業務に関し，受託者が取り扱う個人情報の項目は，取扱い個人情報一覧（第１

号様式）のとおりとする。 

（秘密の保持） 

第３条 受託者は，業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三者に漏ら

してはならない。この契約が終了し，又は解除された後においても同様とする。 

（個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止） 

第４条 受託者は，委託者の指示又は承諾がある場合を除き，業務に関して知り得た個

人情報を，業務の目的以外の目的のために利用し，又は第三者に提供してはならない。 

（再委託の制限等） 

第５条 受託者は，業務を再委託（第三者（受託者の子会社（会社法（平成１７年法律

第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である場合も含む。）に業

務を委託することをいう。以下同じ。）してはならない。 

２ 受託者は，業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は，再委託先の名称，

再委託する理由，再委託して処理する内容，再委託先において取り扱う情報，再委託

先における安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委託先に対する管理及び監督

の方法を明確にした上で，業務の着手前に，書面により再委託する旨を委託者に申請

し，その承諾を得なければならない。 

３ 前項の場合，受託者は，再委託先にこの契約に基づく一切の義務を遵守させるとと

もに，委託者に対して，再委託先の全ての行為及びその結果について責任を負うもの

とする。 

４ 受託者は，再委託先との契約において，再委託先に対する管理及び監督の手続及び
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方法について具体的に規定しなければならない。 

５ 受託者は，再委託先に対して業務を委託した場合は，その履行状況を管理・監督す

るとともに，委託者の求めに応じて，管理・監督の状況を委託者に対して適宜報告し

なければならない。 

（派遣労働者等の利用時の措置） 

第６条 受託者は，業務を派遣労働者，契約社員その他の正社員以外の労働者（以下，

「正社員以外の労働者」という。）に行わせる場合は，正社員以外の労働者にこの契

約に基づく一切の義務を遵守させなければならない。 

２ 受託者は，正社員以外の労働者の全ての行為及びその結果について責任を負うもの

とする。 

（複製等の禁止） 

第７条 受託者は，委託者の指示又は承諾がある場合を除き，業務において取り扱う個

人情報を複製し，又は当該個人情報が記録された資料を複写してはならない。 

（漏えい，滅失等の防止） 

第８条 受託者は，業務において取り扱う個人情報の漏えい，滅失，改ざん及び毀損の

防止その他個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

（事故発生時の報告義務） 

第９条 受託者は，この「個人情報の取扱いに関する特記仕様書」に違反する事態が生

じ，又は生ずるおそれがあることを知ったときは，直ちに委託者に報告し，委託者の

指示に従わなければならない。この契約が終了し，又は解除された後においても同様

とする。 

（個人情報の消去等） 

第１０条 受託者は，個人情報又は個人情報が記録された電磁的記録媒体を消去又は廃

棄する場合は，物理的な破壊その他当該個人情報を復元不可能とするのに必要な措置

を講じなければならない。 

２ 受託者は，業務終了後又はこの契約の解除後，業務において取り扱った個人情報に

ついて，保管を要するものを除き，委託者と協議の上決定した方法により，復元不可

能な状態にして消去又は廃棄するものとする。また，当該処理の記録を書面により委

託者に対して報告しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず，受託者は，業務終了後又はこの契約の解除後，業務にお

いて取り扱った個人情報について，委託者から請求があった場合は，直ちに返却又は

引渡しをしなければならない。また，当該処理の記録を書面により委託者に対して報

告しなければならない。 

（従業者に対する教育） 

第１１条 受託者は，業務に従事する者に対して，個人情報の適切な取扱いに資するた

めに必要な教育を行わなければならない。 
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２ 受託者は，業務に従事する者に対して，法第６７条に定める義務の内容並びに法第

１７６条及び第１８０条に定める罰則の内容を周知しなければならない。 

（責任者及び業務従事者の管理体制等の報告） 

第１２条 受託者は，業務を開始する前に，責任者及び業務従事者の管理体制及び実施

体制並びに個人情報の管理の状況に関して委託者が必要と認める事項について，個人

情報の取扱いに関する管理体制等報告書（第２号様式）又は準ずる書面により委託者

に報告しなければならない。 

（監査・検査） 

第１３条 受託者は，業務に係る個人情報の取扱いについて，本特記仕様書に基づき必

要な措置が講じられていることを確認するための監査・検査に協力しなければならな

い。 

 

（第１４条の条文は，番号法第２条第８項に規定する特定個人情報を取り扱う業務を委

託する契約のみ） 

 

 （その他） 

第１４条 その他，本特記仕様書に定められていない特定個人情報に係る項目について

は「特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等編）」（平成２６

年特定個人情報保護委員会告示第６号）に準じて取り扱うものとする。 

 

  

15



 

第１号様式（第２条） 

 

取扱い個人情報一覧 

 

契 約 件 名 
 

 

 

上記の契約における業務に関し，受託者が取り扱う個人情報の項目は，以下のとおり

とする。 

 

・○○○ 

・○○○ 

・○○○ 

・○○○ 

・○○○ 
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第２号様式（第１２条） 

 

個人情報の取扱いに係る管理体制等報告書（新規／変更） 

年  月  日 

八千代市長 様 

住  所                  

受 託 者                  

                      

法人その他の団体にあっては，その名称，事 

務所又は事業所の所在地及び代表者の氏名 

 

 次の契約における個人情報の取扱いに係る管理体制等について，以下のとおり報告しま

す。 

１ 契約件名 

 

 

２ 個人情報の管理体制に関する事項 

管理者区分 部署名 役職名 氏名 

業務責任者    

業務従事者 
   

   

※ 記入欄に収まりきらない場合は，別紙を添付してください。 

 

３ 個人情報の保管，管理等に関する事項 

項   目 記入欄 

作 業 場 所 

（ 住 所 ） 

 

 

管 理 場 所 
（具体的に記載） 

 

個人情報等の

取 扱 規 程 

□有（写しを添付してください） 

□無 

セキュリティ 

関 連 の 認 証 

情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS），プライバシーマーク

等の認証等の取得状況を記入してください。 

□有（写しを添付してください） 

□無 
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４ 個人情報の取扱いに係る安全管理措置に関する事項 

項   目 記入欄 

組織的安全 

管 理 措 置 

□業務に従事する者以外の者に個人情報を取り扱うことのない体制とな

っている 

□個人情報の取扱いに関する特記仕様書に違反する事態が生じ，又は生

ずるおそれがあるときは，直ちに市へ報告できる体制となっている 

□その他 

 

 

 

人 的 安 全 

管 理 措 置 

□従業者へ個人情報の適切な取扱いに関する研修等を行っている 

□個人情報の保護に関する法律第６７条に定める義務の内容並びに同法

第１７６条及び第１８０条に定める罰則の内容を周知している 

□個人情報についての秘密保持に関する事項を就業規則等に定めている 

□その他 

 

 

 

物理的安全 

管 理 措 置 

□間仕切り等の設置，座席配置の工夫等により個人情報を取り扱うこと

のできる従業者以外が容易に個人情報を閲覧等できない措置を講じて

いる 

□個人情報を取り扱う機器，個人情報が記録・記載された電子媒体・書

類等を施錠できるキャビネット・書庫等に保管している 

□個人情報を取り扱う機器をセキュリティワイヤー等により固定してい

る 

□個人情報が記録・記載された電子媒体・書類等を持ち運ぶ際は，パス

ワードの設定，施錠できる搬送容器に入れる等，紛失・盗難等を防ぐ

ための措置を講じている 

□個人情報が記録された電子媒体・書類等を廃棄する際は，専用のデー

タ削除ソフトウェアの利用やシュレッダー処理等の復元不可能な手段

を採用している 

□その他 
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項   目 記入欄 

技術的安全 

管 理 措 置 

□個人情報を取り扱うことのできる機器や取り扱う従業者を限定するこ

とにより個人情報への不要なアクセスを防止している 

□外部ネットワークとの接続箇所にファイアウォール等を設置し，不正

アクセスを遮断している 

□個人情報を取り扱う機器等にセキュリティ対策ソフトウェア等を導入

し，不正ソフトウェアの有無を確認している 

□メール等により個人情報を移送する際はパスワード等による保護を行

なっている 

□その他 

 

 

 

※個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（通則編）における講ずべき安全

管理措置の手法例を抜粋したものであり，例示の全てを講じなければならないわけでは

ありません。 

 

５ 個人情報に関する事故発生時の報告体制に関する事項 

区   分 電話番号 担当者氏名 

八 千 代 市 
 

 

 

 

受 託 者 
 

 

 

 

※ 報告体制図等を定めている場合は，添付してください。 

 

６ 再委託に関する事項 

項   目 記入欄 

再 委 託 の 

有 無 

□有（再委託承諾申請書を提出してください。） 

□無 

 

７ 変更の内容及び理由 

 

 

 

※ 報告内容から変更が生じた場合は，変更の内容及び理由を記載してください。 
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個人情報の取扱いに関する事項  

 

（基本的事項）  

第１条 受託者は，個人情報（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律

第５７号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する個人情報をいう。

以下同じ。）の保護の重要性を認識し，この契約による業務（以下｢業務｣と

いう。）の実施に当たっては，個人の権利利益を侵害することのないよう，

個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。  

（個人情報の項目）   

第２条 業務に関し，受託者が取り扱う個人情報の項目は以下のとおりとする。  

・○○○  

・○○○  

・○○○  

（秘密の保持）  

第３条 受託者は，業務の履行により直接又は間接に知り得た個人情報を第三

者に漏らしてはならない。この契約が終了し，又は解除された後においても

同様とする。  

（個人情報の目的外利用及び第三者への提供の禁止）  

第４条 受託者は，委託者の指示又は承諾がある場合を除き，業務に関して知

り得た個人情報を，業務の目的以外の目的のために利用し，又は第三者に提

供してはならない。  

（再委託の制限等）  

第５条 受託者は，業務を再委託（第三者（受託者の子会社（会社法（平成１

７年法律第８６号）第２条第１項第３号に規定する子会社をいう。）である

場合も含む。）に業務を委託することをいう。以下同じ。）してはならない。  

２ 受託者は，業務の一部をやむを得ず再委託する必要がある場合は，再委託

先の名称，再委託する理由，再委託して処理する内容，再委託先において取

り扱う情報，再委託先における安全性及び信頼性を確保する対策並びに再委

 別記   
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託先に対する管理及び監督の方法を明確にした上で，業務の着手前に，書面

により再委託する旨を委託者に申請し，その承諾を得なければならない。  

３ 前項の場合，受託者は，再委託先にこの契約に基づく一切の義務を遵守さ

せるとともに，委託者に対して，再委託先の全ての行為及びその結果につい

て責任を負うものとする。  

４ 受託者は，再委託先との契約において，再委託先に対する管理及び監督の

手続及び方法について具体的に規定しなければならない。  

５ 受託者は，再委託先に対して業務を委託した場合は，その履行状況を管

理・監督するとともに，委託者の求めに応じて，管理・監督の状況を委託者

に対して適宜報告しなければならない。  

（複製等の禁止）  

第６条 受託者は，委託者の指示又は承諾がある場合を除き，業務において取

り扱う個人情報を複製し，又は当該個人情報が記録された資料を複写しては

ならない。  

（漏えい，滅失等の防止）  

第７条 受託者は，業務において取り扱う個人情報の漏えい，滅失，改ざん及

びき損の防止その他個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなけれ

ばならない。  

（事故発生時の報告義務）  

第８条 受託者は，この「個人情報の取扱いに関する事項」に違反する事態が

生じ，又は生ずるおそれがあることを知ったときは，直ちに委託者に報告し，

委託者の指示に従わなければならない。この契約が終了し，又は解除された

後においても同様とする。  

（個人情報の返却等）  

第９条 受託者は，業務の完了後直ちに，業務において取り扱う個人情報につ

いて，返却又は引渡しをしなければならない。  

２ 前項の規定にかかわらず，委託者が特に指示した場合は，受託者は，業務

において取り扱う個人情報について，委託者の指定した方法により，消去又

は廃棄しなければならない。  

３ 受託者は，個人情報の消去又は廃棄に際し委託者から立会いを求められた
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場合は，これに応じなければならない。  

４ 受託者は，個人情報を廃棄する場合は，当該情報が記録された電磁的記録

媒体の物理的な破壊その他当該個人情報を判読不可能とするのに必要な措置

を講じなければならない。  

５ 受託者は，消去又は廃棄を行った個人情報の名称，媒体名，数量，消去又

は廃棄の方法，処理日時及び担当者名を記録し，書面により委託者に対して

報告しなければならない。  

（従事者に対する監督・教育）  

第１０条 受託者は，業務に従事する者に対して，個人情報の適切な取扱いに

資するために必要な教育を行わなければならない。  

２ 受託者は，業務に従事する者に対して，法第６７条に定める義務の内容並

びに法第１７６条及び第１８０条に定める罰則の内容を周知しなければなら

ない。  

（責任者及び業務従事者の管理体制等の報告）  

第１１条 受託者は，業務を開始する前に，責任者及び業務従事者の管理体制

及び実施体制並びに個人情報の管理の状況に関して委託者が必要と認める事

項について，書面により委託者に報告しなければならない。  

（監査・検査）  

第１２条 委託者又は委託者が指名した者は，業務に関し，受託者の個人情報

の機密性維持に関する調査のため，受託者に事前に通知し，受託者の承諾を

得た上で，受託者の業務に支障を生じさせない範囲内において，受託者の施

設に立ち入り，監査・検査を行うことができる。この場合において，受託者

は，監査・検査に協力しなければならない。  
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資料６

受 託 者

№ 点 検 事 項 実 施 状 況 備   考

3
委託者の指示又は承諾がある場合を除き，業務に関して知り得た個人情報を業務の目

的以外の目的のために利用し，又は第三者に提供していないか
適・否

4 委託者から事前に承諾を得ることなく再委託を行っていないか 適・否

5
委託者の指示又は承諾を得ることなく業務において取り扱う個人情報を複製し，又は

当該個人情報が記録された資料を複写していないか
適・否

6
個人情報の漏えい，滅失，改ざん及び毀損防止その他個人情報の適切な管理のために

必要な措置が講じられているか
適・否

7
事故発生時の報告について個人情報の取扱いに関する特記仕様書に沿って適切に行わ

れる体制となっているか
適・否

8
個人情報の消去等について個人情報の取扱いに関する特記仕様書に沿って適切に行わ

れる体制となっているか
適・否

9
従業者に対する教育について個人情報の取扱いに関する特記仕様書に沿って適切に行

われているか
適・否

10
責任者及び業務従事者の管理体制及び実施体制に関して，個人情報の取扱いに関する

特記仕様書（様式２）にて報告している内容と相違はないか
適・否

                                                                       検査実施日   年  月  日

 

 受託者検査対応者                                         八千代市検査実施者

     部  署  名：                                                                                                   部署名：

     職  位  名：                                                                                                   補職名：

     担当者名：                                                                                                      職員名：

複製等の禁止

漏えい，滅失等の防止

事故発生時の報告義務

個人情報の消去等

従業者に対する監督・教育

責任者及び業務従事者の管理

体制等の報告

再委託の制限等

個人情報の取扱いに係る安全管理措置の遵守状況検査書(実地検査）

契約件名

点 検 項 目

個人情報の目的外利用及び

第三者への提供の禁止
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資料７

受 託 者

№ 点 検 事 項 実 施 状 況 備   考

3
委託者の指示又は承諾がある場合を除き，業務に関して知り得た個人情報を業務の目

的以外の目的のために利用し，又は第三者に提供していないか
適・否

4 委託者から事前に承諾を得ることなく再委託を行っていないか 適・否

5
委託者の指示又は承諾を得ることなく業務において取り扱う個人情報を複製し，又は

当該個人情報が記録された資料を複写していないか
適・否

6
個人情報の漏えい，滅失，改ざん及び毀損防止その他個人情報の適切な管理のために

必要な措置が講じられているか
適・否

7
事故発生時の報告について個人情報の取扱いに関する特記仕様書に沿って適切に行わ

れる体制となっているか
適・否

8
個人情報の消去等について個人情報の取扱いに関する特記仕様書に沿って適切に行わ

れる体制となっているか
適・否

9
従業者に対する教育について個人情報の取扱いに関する特記仕様書に沿って適切に行

われているか
適・否

10
責任者及び業務従事者の管理体制及び実施体制に関して，個人情報の取扱いに関する

特記仕様書（様式２）にて報告している内容と相違はないか
適・否

再委託の制限等

個人情報の取扱いに係る安全管理措置の遵守状況検査書(書面検査）

契約件名

点 検 項 目

個人情報の目的外利用及び

第三者への提供の禁止

                                                                         報告日   年  月  日

（宛先）八千代市⾧

  上記のとおり報告します。

 

 受託者検査対応者

     部  署  名：

     職  位  名：

     担当者名：

複製等の禁止

漏えい，滅失等の防止

事故発生時の報告義務

個人情報の消去等

従業者に対する監督・教育

責任者及び業務従事者の管理

体制等の報告
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議題４ 

 

個人情報の漏えい事案について 

 

 



令和５ ， ６ 年度に発生し た事案一覧（ 個人情報法保護委員会報告分）

№ 発生部署 事案の件名

1 健康づく り 課 健診記録票の紛失

2 健康づく り 課 予診票の紛失

3 障害者支援課 郵送物の誤送付によ る 個人情報の漏えい

4 上水道課・ 給排水相談課 委託先のネッ ト ワ ーク への不正アク セス

5 子ど も 相談セン タ ー 郵送物盗難のおそれ

6 学務課 委託先のシス テム 管理を 行っている 会社への不正アク セス
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事案１  概要

事案の件名 健診記録票の紛失

発生部署 健康づく り 課

判明日又は発生日 令和6年2月29日

概要

　 八千代市個別がん検診等委託医療機関である 医療法人において， 受検者1名分の胸部レ ン
ト ゲン検診記録票（ 八千代市控） と 受診券を 紛失し た。
　 なお， 胸部レ ント ゲン 検診記録票は「 八千代市控」 ， 「 医療機関控」 ， 「 受診者控」 の3
枚複写になっ ており ， 今回紛失し た記録票は「 八千代市控」 のみであっ た。

判明し た経緯

令和6年2月29日， 健康づく り 課職員が， 令和5年12月5日に当該医療法人でがん検診を 受け
た市民の自己負担分の還付申請の事務処理を する 際に， 当該市民が受けた検診項目を シス
テム 端末でデータ にて確認し たと こ ろ ， 胸部レ ン ト ゲン検診のデータ （ 以下「 検診デー
タ 」 と いう 。 ） がないこ と が判明。 健康づく り 課内に保管さ れている 書類を 確認し ， 当該
医療法人から 当該市民分の胸部レ ン ト ゲン 検診記録票（ 以下「 記録票」 と いう 。 ） の「 八
千代市控」 ， 受診券及び検診データ の提出が行われていないこ と を 確認し た。

漏えいし た個人情報の概要 氏名・ 生年月日・ 性別・ 住所・ 電話番号・ 胸部レ ン ト ゲン検診の所見

漏えいし た個人情報の件数 1人

発生原因

　 記録票を 複写3枚にはぎ取る 作業を し た部屋と 今回紛失し た記録票「 八千代市控」 と 受診
券を 持ち込んだレ ン ト ゲン室を く ま なく 捜索し たが発見さ れなかっ た。 　 なお， 事務処理
を する 部屋は日中は職員がおり ， 夜間は施錠し ， 当直職員も おり ， 院外の者が侵入する 可
能性はない。 こ のこ と から ， 不要書類と 共にシュ レ ッ ダーにかけてし ま っ た可能性が高
く ， 院外に情報が漏えいはないと 考えら れる 。
　 ま た， 事案が発生し た令和5年度の当該医療法人で実施し た胸部レ ン ト ゲン検診の名簿
データ 約1, 500人分について， 市で保管し ていた検診データ と 突き 合わせ， 本件以外に同様
の事案が生じ ていないこ と を 確認し た。
　 さ ら に， 個人情報保護委員会への報告時点で二次被害の発生も 確認さ れていないこ と か
ら ， 二次被害のおそれはないと 判断し た。

発生時の対応

令和6年3月19日， 当該医療法人から 電話にて， 当該市民へ本件の経緯の説明と 謝罪を 行
い， 当該市民は納得さ れ， 訪問によ る 謝罪は辞退さ れた。
　 同月21日， 当該医療法人から 経緯の説明と 謝罪を行った旨の報告を 市が受けた後， 市の
検診担当者から も 当該市民へ電話にて謝罪を 行い， 原因究明と 再発防止に努め， 検診の委
託元と し て医師会を 通し ， 検診の委託医療機関に再発防止の周知を 行う こ と を 説明し ， 当
該市民は了解さ れた。

講じ た再発防止策

　 令和6年3月11日， 医師会代表者， 当該医療法人代表者， 市の担当課職員で会議を開催
し ， 原因究明と それぞれの機関での再発防止策について協議を 行っ た。 各団体の措置は以
下。
●当該医療法人における 措置
・ 各受診日ご と の受検者名簿を 活用し ， 請求終了ま で， その名簿と 記録票の突き 合わせを
次の作業に移る 都度行う 。
・ 検診実施中の院内移動や読影依頼時の記録票の運搬の際は， 記録票等の紛失を 防ぐ ため
ジッ パー付き の手提げを 用意する 。
・ 会計後の記録票の運搬は最小限と し ， 事務室と 読影室のみと する 。 レ ン ト ゲン 技師へ
データ 格納対象者を 伝える 際には， チェ ッ ク リ ス ト を 使用し ， 記録票や受診券の移動は行
わないよ う にする 。
・ 記録票及び受診券の事務処理の際は， 2名以上の職員でダブルチェ ッ ク を 実施する 。
●医師会における 措置
・ 委託医療機関に情報漏洩の再発防止について周知を 行う 。 その際， 八千代市と 取り 交わ
し ている 個別がん検診委託契約書のう ちの「 個人情報に関する 事項」 の写し を 添付する 。
●市における 措置
・ 個別がん検診を 実施する に当たり ， 毎年4月に各委託医療機関に渡し ている がん検診に関
する 資料集の中の， 個人情報の取扱いに関する 説明を ， 詳し く 分かり やすく 修正し て周知
する 。

2



事案２  概要

事案の件名 予診票の紛失

発生部署 健康づく り 課

判明日又は発生日 令和6年5月8日

概要
　 高齢者イ ン フ ルエンザワ ク チン 予防接種の委託医療機関である 医療法人において， 受診
者１ 名分の令和５ 年度イ ンフ ルエン ザ予防接種予診票を八千代市健康づく り 課に提出する
際に一般郵便にて送付し ， 紛失し た。

判明し た経緯
　 当該医療法人よ り 提出のあっ た２ ５ 枚の予診票のう ち， 1枚に不備があっ たため， 返戻し
たが， 返戻し た予診票の再提出が確認さ れなかっ たため， 問合せたと こ ろ 院内捜索を 行っ
たが見当たら ず， 一般郵便で提出し た際に紛失し た可能性が高いと の報告を 受けた。

漏えいし た個人情報の概要 氏名・ 生年月日・ 性別・ 住所・ 電話番号・ 既往歴・ 予防接種の受診先， 受診日

漏えいし た個人情報の件数 1人

発生原因
通常， 予診票の提出は， 委託配送業によ る 回収便によ り ， 行う こ と になっ ている が， 当該
予診票は一般郵便を 用いて提出し たこ と から ， 流出につながっ たと 考えら れる 。

発生時の対応 当該医療法人から ， 該当者に連絡し ， 事案の説明と 謝罪を行った。

講じ た再発防止策

当該医療法人で下記の対策を 講じ る こ と と し た。
⑴　 予診票を 再提出する 際は， 配達の記録が残る 方法（ 簡易書留等） を 利用する 。
⑵　 院内において送付日の記録管理を 徹底する 。
⑶　 可能な限り ， 予防接種の回収日を 利用する 。
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事案３  概要

事案の件名 郵送物の誤送付によ る 個人情報の漏えい

発生部署 障害者支援課

判明日又は発生日 令和6年3月5日

概要

　 令和6年2月29日に「 難病者援護金の支給に係る 指定難病受給者証の写し の提出につい
て」 を 窓あき 封筒を 使用し て376件通知し た。
　 その内住所地と は異なる 送付先への送付の申出がなさ れたも の2件について， 送っ た文書
のデータ を 確認し た結果， 支給対象者A氏の分をA氏の子である B氏に送り ， 支給対象者C氏
の分を C氏の子である D氏に送る べき と こ ろ ， 支給対象者A氏の分を D氏に， 支給対象者C氏の
分を B氏に送る よ う 誤作成し てし ま っ ていたこ と が発覚。
　 なお， 送付先変更については， 支給対象者A氏及びC氏が， 書類管理が困難な状態である
こ と から ， 当該申出がなさ れた。

判明し た経緯
令和6年3月5日に， 支給対象者A氏の送付先変更を 設定し ている A氏の子B氏よ り ， 通知文書
に記載さ れている 支給対象者の氏名がA氏と 異なっ ている 旨の電話連絡があり 覚知し た。

漏えいし た個人情報の概要 氏名・ 指定難病等受給者証の所持状況

漏えいし た個人情報の件数 2人

発生原因
送付先変更の管理を シス テムではなく エク セルで行っ ており ， 認定番号の入れ替えを 行っ
た際に， フ ィ ルタ ー機能を使う 前に追記し た送付先の情報が入れ替わら ずに残っ てし ま っ
たため。

発生時の対応

　 令和6年3月5日事実内容を 確認後A氏の子B氏に折り 返し 電話を し て正し い文書を 郵送する
こ と になっ た。 謝罪する と と も に再発防止に努める 旨を伝えた。 同日， C氏の子D氏は外出
中であり ， 文書の確認を し ていないと のこ と だっ たので， 帰宅し た後に誤っ た文書と 正し
い文書の差し 替えを 依頼し ， 速やかに市職員が誤った文書を回収する 旨を 伝えた。
令和6年3月13日に自宅を 訪問し ， 誤っ た文書を回収する と と も に直接謝罪を 行っ た。 ま
た， 再発防止に努める 旨を伝えて納得いただいた。

講じ た再発防止策

⑴　 送付先変更が行われている 支給対象者に対する 担当業務のフ ロ ーにチェ ッ ク 機能が欠
けていたため， 業務フ ロ ーに見直し を 行っ た。
⑵　 他の業務で同様の事例が起き ないよ う に課員に対し て周知する 。
⑶　 シス テム から 出力する CSVデータ に送付先情報を 追加する 。
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事案４  概要

事案の件名 委託先のネッ ト ワ ーク への不正アク セス

発生部署 上水道課・ 給排水相談課

判明日又は発生日 令和6年7月16日

概要

　 八千代市上下水道局上水道課が委託し ている ， 東京ガス エン ジニアリ ン グソ リ ュ ーショ
ン ズ株式会社にて， 同社のサーバーへの不正アク セス の形跡が確認さ れた。
　 外部調査機関によ る 調査を し たと こ ろ， ロ グ解析によ り I D• パス ワ ード が搾取さ れたこ と
が判明し ， その後の調査によ り 市内水道利用者の情報流出の可能性を 覚知し た。
 なお， 流出の痕跡は確認さ れておら ず， 情報が不正に利用さ れた事実も 確認さ れていな
い。

判明し た経緯 VPNを 経由し て， 同社サーバーへの不正アク セス の形跡が確認さ れた。

漏えいし た個人情報の概要 氏名・ 住所・ 水栓番号・ 使用水量

漏えいし た個人情報の件数 116, 647人

発生原因
　 「 VPNの脆弱性から 侵入さ れた可能性」 と 「 Br ut e　 For ceアタ ッ ク を 受けた可能性」 のい
ずれか， ま たは組合せが推定さ れる が， 原因の特定には至っていない。

発生時の対応 市ホーム ページに掲載する と と も に， 同社と 連名で本人への通知を 行っ た。

講じ た再発防止策

　 本市よ り 提供する 個人データ は， 委託先のサーバーには配置し ないこ と と し ， 定めら れ
た区域内で取扱う よ う 徹底する 。
　 ま た， 発注者側と し ては， 委託先から セキュ リ ティ 対策を書面で提出さ せ， 改善策に基
づく セキュ リ ティ 対策を 実際に講じ ている か実地検査を行った。
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事案５ 概要

事案の件名 郵送物盗難のおそれ

発生部署 子ども相談センター

判明日又は発生日 令和6年11月13日

概要
　毎月開催している会議に参加する委員に対し，会議の事前資料となる要保護児童等の情
報が掲載された文書を特定記録及び速達郵便で送付したが，内一通の所在が不明となっ
た。

判明した経緯

　送付先より，当該文書が届いていない旨の連絡があったことから，特定記録で送付した
文書の追跡を行ったところ，配達済みであることの確認ができた。
　その後，送付先で当該文書の配達日前後の郵便物を確認したところ，配達されているは
ずの新聞等を含め郵便物の所在が不明であることが発覚し，盗難のおそれがあることを覚
知した。

漏えいした個人情報の概要 氏名・生年月日・性別・住所・既往歴・児童虐待の通告・児童家庭相談の相談内容

漏えいした個人情報の件数 259人

発生原因 上記判明した経緯のとおり

発生時の対応

　漏えい等のおそれが生じるが，所在不明の原因が判明しておらず，本人に通知を行った
場合，要保護児童（見込み）と加害者（見込み）が同居している世帯がほとんどである状
況から，本人の権利利益を侵害するおそれがあり，かえって混乱が生じるおそれがあるた
め，本人への通知はしなかった。

講じた再発防止策

⑴　特定記録ではなく，簡易書留等，原則手渡しでの受取が基本となる特殊郵便で送付す
る。
⑵　ファイルの暗号化やファイルリンクの有効期限，アクセス制限など，セキュリティが
担保されたファイル共有サービスを利用してデータファイルを共有する。

上記⑴・⑵のいずれかで行う。
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事案６  概要

事案の件名 委託先のシス テム 管理を行っている 会社への不正アク セス

発生部署 学務課

判明日又は発生日 令和7年3月4日

概要

令和6年5月に八千代市立中学校の卒業アルバムの制作に関係し た会社（ 以下。 制作会社と
いう 。 ） が運営する シス テムにおいて， シス テム の管理会社に設置さ れたサーバが第三者
によ る 不正アク セス の被害に遭っ た。 卒業アルバムは当該シス テム を 使用し て制作さ れ，
生徒等の個人情報は管理会社のサーバに保存さ れていた。 現時点で， こ の被害によ る 情報
漏えい（ 情報の抜き 取り ） は確認さ れていない。

判明し た経緯
令和7年3月1日付で制作会社から 事故に係る 報告と お詫びの文書が対象の中学校に届き ， 校
長は被害の概要を 把握。
令和7年3月4日　 当該中学校の校長から 市教育委員会に報告があり 事案を覚知し た。

漏えいし た個人情報の概要 氏名• 個人写真の画像データ

漏えいし た個人情報の件数 1, 629人

発生原因

卒業アルバム の制作会社が運営する ウ ェ ブ入稿シス テムの管理会社に設置さ れたサーバが
第三者によ る 不正アク セス の被害を 受けた。 こ れによ り ， 一時的なサービ ス の停止及び一
部データ （ 氏名， 画像データ ） に損傷が生じ 修復不可能と なる 被害が発生し た。
原因と し ては， 制作会社が運営する ウ ェ ブサーバについて， 外部機器を 交換し た際， 設定
に不備があっ たこ と によ り ， 脆弱性が生じ ， 不正アク セス の被害を 受けた。

発生時の対応

本人への通知については， 被害の対象と なっ た個人情報の年度が古く ， 卒業当時の住所等
から 情報が変わっ てし ま っている 個人がいる こ と ， そのよ う な中で通知を 郵送し た場合に
本事案と は関係のない第三者の手元に届く おそれがあり ， 新たな情報漏えいが発生し てし
ま う こ と から ， 本人への通知が困難な場合に該当する も のと し て， 代替措置によ り 市及び
教育委員会ホームページを通し て通知し た。

講じ た再発防止策

⑴　 シス テム の管理会社において， 新たなセキュ リ ティ ソ フ ト を 導入し ， ２ ４ 時間のフ ル
監視を 行う こ と 。
⑵　 業務にて使用する サーバーのメ ン テナン ス 計画及び実績を 毎月記録し ， １ か月に１
度， 制作会社に報告する こ と 。
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